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地方自治体における情報保護評価類似の取扱いについて 

 

いくつかの地方自治体では、コンピュータを他のコンピュータ等と通信回線

を用いて結合して個人情報を処理する（いわゆる「オンライン結合」）等の際に、

審議会の諮問を経るものとしている。 

審議会の諮問に際し、担当課が、コンピュータ処理の詳細やその必要性につ

いて説明資料を用意し、審議会にて委員による議論・質疑が行われており、か

かる過程が情報保護評価に類似するとも考えられる。 

以下では、先進的と評価のある神奈川県、川崎市、三鷹市について、その条

例と取組について概要を整理する。 

 

１ 神奈川県 

 

○ 神奈川県の実施機関（担当課）は、以下の場合に審議会に対し諮問を行

う。なお以下は、審議会への諮問が必要な場合、及び審議会への報告が必

要であり、かつ審議会が意見を述べられる場合を挙げている。 

①取扱制限情報を取り扱う際（条例６条但書） 

②個人情報取扱事務の開始に伴い個人情報事務登録簿に登録する際 

（条例７条３項） 

③本人以外から個人情報を収集する際（条例８条３項７号）、並びにその

旨及び当該個人情報に係る取扱目的の本人通知を省略する際 

（条例８条５項） 

④取扱目的以外の利用及び提供の必要がある際（条例９条１項５号）、並

びにその旨及びその目的の本人通知を省略する際（条例９条２項） 

⑤オンライン結合による保有個人情報の提供を開始・変更する際 

（条例１０条２項） 

⑥事業者の個人情報の取扱いに関する指針を知事が作成・公表する際 

（条例４７条） 

⑦個人情報の取扱いに係る業務について事業者の登録を拒否する際 

（条例４８条３項） 

⑧条例５３条１号以外に個人情報の取扱いに係る業務について事業者の

登録を抹消する際（条例５３条１項２号及び３号） 

⑨事業者の個人情報の取扱いに対し是正の勧告をする際（条例５５条） 

⑩事業者が説明若しくは資料の提出要請を正当な理由なく拒否したこと、 

又は是正勧告に従わないことを知事が公表する際 

資料１ 



2 

 

（条例５６条、５４条２項及び５５条２項） 

⑪個人情報の保護に関する制度の改善についての施策を立案等する場合

（条例６０条）1 

 

○ 詳細については、資料２「神奈川県説明資料」ご参照。 

 

http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f7406/ 

○神奈川県個人情報保護条例 

（取扱いの制限） 

第６条 実施機関は、次に掲げる事項に関する個人情報を取り扱ってはならない。ただし、

法令若しくは条例（以下「法令等」という。）の規定に基づいて取り扱うとき、犯罪の予

防、鎮圧及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその他公共の安全と秩序の維持のために

取り扱うとき、又はあらかじめ神奈川県情報公開・個人情報保護審議会（以下「審議会」

という。）の意見を聴いた上で正当な事務若しくは事業の実施のために必要があると認め

て取り扱うときは、この限りでない。 

(１) 思想、信条及び宗教 

(２) 人種及び民族 

(３) 犯罪歴 

(４) 社会的差別の原因となる社会的身分 

 

（個人情報取扱事務の登録） 

第７条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務（個人の氏名、生年月日その他の記述又は

個人別に付された番号、記号その他の符号により個人を検索し得る形で個人情報が記録さ

れた行政文書（県又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人

の職員に関する個人情報で専らその職務の遂行に関するものが記録された行政文書で実

施機関が定めるもの及び一般に入手し得る刊行物等を除く。第４号において「個人情報記

録」という。）を使用する事務に限る。以下この条において「個人情報取扱事務」という。）

について、次に掲げる事項を記載した個人情報事務登録簿を備えなければならない。 

(１) 個人情報取扱事務の名称及び概要 

(２) 個人情報取扱事務を所管する組織の名称 

(３) 個人情報取扱事務を開始する年月日 

(４) 個人情報記録から検索し得る個人の類型 

(５) 前号の個人の類型ごとの次の事項 

ア 個人情報を取り扱う目的 

                                                   
1 条文上は、「必要と認めるときは、審議会の意見を聴くことができる」と規定されている

が、実際の運用として、都度諮問を行っているため上記に挙げるもの。 

http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f7406/
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イ 個人情報の項目名及び前条各号に掲げる事項に関する個人情報を取り扱う

ときはその理由 

ウ 個人情報の収集先及び収集の方法 

エ 保有個人情報の電子計算機処理を行うときは、その旨 

オ 保有個人情報を利用し、又は提供する範囲、保有個人情報を提供するときは

提供する保有個人情報の項目名及び第 10 条第１項に規定するオンライン結

合により保有個人情報を提供するときはその旨 

２ 実施機関は、個人情報取扱事務を新たに開始しようとするときは、あらかじめ、当該

個人情報取扱事務について個人情報事務登録簿に登録しなければならない。登録した事項

を変更しようとするときも、同様とする。 

３ 実施機関は、前項の規定により登録したときは、遅滞なく、登録した事項を審議会に

報告しなければならない。この場合において、審議会は、当該事項について意見を述べる

ことができる。 

４ 実施機関は、第２項の規定により登録した個人情報取扱事務を廃止したときは、遅滞

なく、当該個人情報取扱事務に係る登録を抹消し、その旨を審議会に報告しなければなら

ない。 

 

（収集の制限） 

第８条 ３ 実施機関は、個人情報を収集するときは、本人から収集しなければならない。

ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

(１) 法令等の規定に基づき収集するとき。 

(２) 本人の同意に基づき収集するとき。 

(３) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため緊急かつやむを得ない必要がある

と認めて収集するとき。 

(４) 犯罪の予防、鎮圧及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその他公共の安全と

秩序の維持のために収集するとき。 

(５) 出版、報道その他これらに類する行為により公にされたものから収集すると

き。 

(６) 他の実施機関から次条第１項各号のいずれかに該当する提供を受けて収集す

るとき。 

(７) 審議会の意見を聴いた上で、本人から収集することにより県の機関又は国の機

関、独立行政法人等、他の地方公共団体の機関若しくは地方独立行政法人が

行う当該事務又は事業の性質上その目的の達成に支障が生じ、又は円滑な実

施を困難にするおそれがあることその他本人以外の者から収集することに相

当な理由があることを実施機関が認めて収集するとき。 

５ 実施機関は、第３項第３号又は第７号の規定に該当して本人以外の者から個人情報を
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収集したときは、その旨及び当該個人情報に係る取扱目的を本人に通知しなければならな

い。ただし、審議会の意見を聴いた上で適当と認めたときは、この限りでない。 

 

（利用及び提供の制限） 

第９条 実施機関は、前条第１項の規定により明確にされた取扱目的以外の目的に保有個

人情報を利用し、又は提供してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するとき

は、この限りでない。 

(１) 法令等の規定に基づき利用し、又は提供するとき。 

(２) 本人の同意に基づき利用し、若しくは提供するとき、又は本人に提供するとき。 

(３) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため緊急かつやむを得ない必要がある

と認めて利用し、又は提供するとき。 

(４) 犯罪の予防、鎮圧及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその他公共の安全と

秩序の維持のために公安委員会又は警察本部長が利用し、又は提供するとき。 

(５) 前各号に掲げる場合のほか、審議会の意見を聴いた上で必要があると認めて利

用し、又は提供するとき。 

２ 実施機関は、前項第３号又は第５号の規定に該当して保有個人情報を利用し、又は提

供したときは、その旨及びその目的を本人に通知しなければならない。ただし、審議会の

意見を聴いた上で適当と認めたときは、この限りでない。 

 

（オンライン結合による提供） 

第 10条 実施機関は、公益上の必要があり、かつ、個人の権利利益を侵害するおそれがな

いと認められるときでなければ、オンライン結合（当該実施機関が管理する電子計算機と

実施機関以外の者が管理する電子計算機その他の機器とを通信回線を用いて結合し、当該

実施機関の保有個人情報を当該実施機関以外の者が随時入手し得る状態にする方法をい

う。次項において同じ。）による保有個人情報の提供を行ってはならない。 

２ 実施機関は、オンライン結合による保有個人情報の提供を新たに開始しようとすると

き、又はその内容を変更しようとするときは、あらかじめ、審議会の意見を聴かなければ

ならない。ただし、本人の同意に基づき当該本人に関する保有個人情報を提供するとき、

又は本人に関する保有個人情報を当該本人に提供するときは、この限りでない。 

３ 前２項の規定は、犯罪の予防、鎮圧及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその他公

共の安全と秩序の維持のために公安委員会又は警察本部長が警察庁又は他の都道府県警

察に保有個人情報を提供する場合には適用しない。 

 

（実施機関に対する苦情の処理） 

第 17条 実施機関は、当該実施機関における個人情報の取扱いに関する苦情があったとき

は、迅速かつ適正に処理するものとする。 
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２ 実施機関は、前項の苦情を処理するに当たって必要と認めるときは、審議会の意見を

聴くことができる。 

 

（個人情報の取扱いに関する指針） 

第 47条 知事は、審議会の意見を聴いた上で、事業者がその事業活動に伴って行う個人情

報の取扱いのよりどころとなる指針を作成し、公表することができる。 

 

（個人情報の取扱いに係る業務の登録） 

第 48条 事業者は、県内で行う個人情報の取扱いに係る業務に関し、次に掲げる事項（以

下「登録事項」という。）について、知事の登録を受けることができる。 

(１) 事業者の氏名又は名称及び住所又は主たる事務所の所在地並びに法人等にあ

っては代表者の氏名 

(２) 登録に係る業務の名称及び目的 

(３) 登録に係る業務における個人情報の取扱いの概要 

(４) 登録に係る業務についての問い合わせ先 

(５) その他規則で定める事項 

２ 前項の登録（以下「業務の登録」という。）を受けようとする事業者は、規則で定める

ところにより、知事に申請しなければならない。 

３ 知事は、前項の規定による申請があったときは、登録事項を規則で定める登録簿に登

録するものとする。ただし、審議会の意見を聴いた上で、当該申請に係る個人情報の取扱

いが著しく不適正であると認めるときは、業務の登録を拒むことができる。 

 

（業務の登録の抹消） 

第 53条 知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、業務の登録を抹消することがで

きる。 

(１) 業務の登録に係る業務を廃止したことが明らかになった場合で、前条の規定に

よる届出がないとき。 

(２) 登録事業者が第 49条の規定による要請を拒んだ場合で、審議会の意見を聴い

た上で、その拒んだことにつき正当な理由がないと認めるとき。 

(３) 業務の登録の内容と異なる取扱いを行っていることが明らかになった場合で、

審議会の意見を聴いた上で、業務の登録を抹消する必要があると認めるとき。 

 

（調査及び公表） 

第 54条 知事は、事業者が行う個人情報の取扱いが不適正である疑いがあると認めるとき

は、事実を明らかにするため必要な限度において、当該事業者に対して、説明又は資料の

提出を要請することができる。 
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２ 知事は、事業者が前項の規定による要請を正当な理由なく拒んだときは、その事実を

公表することができる。 

 

（勧告及び公表） 

第 55条 知事は、事業者が行う個人情報の取扱いが著しく不適正であると認めるときは、

審議会の意見を聴いた上で、当該事業者に対して、当該取扱いの是正を勧告することがで

きる。 

２ 知事は、前項の規定による勧告を受けた事業者が、当該勧告に従わないときは、その

事実を公表することができる。 

 

（意見の聴取等） 

第 56 条 知事は、第 54 条第２項又は前条第２項の規定により公表しようとするときは、

事業者に意見の聴取をした上で、審議会の意見を聴かなければならない。 

 

（個人情報保護制度の改善に関する施策の諮問） 

第 60条 実施機関は、個人情報の保護に関する制度の改善についての施策を立案し、及び

実施するに当たって必要と認めるときは、審議会の意見を聴くことができる。 
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２ 川崎市 

 

○ 川崎市の実施機関（担当課）は、以下の場合に審議会に対し諮問を行う。

なお以下は、審議会への諮問が必要な場合、及び審議会への報告が必要で

あり、かつ審議会が意見を述べられる場合を挙げている。 

①センシティブ情報を所有する際（条例７条３項） 

②個人情報ファイルを保有する際 

（条例８条１項） 

③本人以外から個人情報を収集する際（条例１０条１項６号） 

④個人情報を利用目的の範囲を超えて外部提供する際 

（条例１１条２項２号） 

⑤電子計算機を外部接続して保有個人情報の電子計算機による処理を行

う際（条例１２条１項２号） 

⑥開示請求に対して、公益上の理由を不開示理由とすることの該当性を

判断する際 

（条例１７条９号） 

 

○ 審議会への諮問に際し、個人情報の取扱いを記載した資料を用意する。

新たな事業実施に伴い、その事業で個人情報の取扱いが上記①から⑤のどれ

に該当するのか、その事業の内容、その事業の必要性、システムの概要、取

扱う個人情報の項目、セキュリティ対策（利用者認証、アクセスログ、ネッ

トワーク管理、可搬媒体の取扱い）、個人情報の保存期間、職員の取扱い上

の責務などが記載されている。 

 

○ 審議会の意見や答申により、事業実施直前に仕様変更に伴う大幅なシス

テム変更を強いることがないように、また個人情報保護の観点から、個人情

報の実データを使用してのテストを実施する前までに、原則諮問するように

している。 

 

○ システム変更に伴って、取扱う個人情報の項目が大きく変更されたり、

新たな諮問事項に該当することとなるなど、事業開始時の答申ではカバーで

きない場合には、審議会に再度諮ることとしている。 

 

○ 審議会で個人情報の取扱いに関して修正意見が出された場合は、次回以

降の審議会で修正内容を報告することとしている（システム設計の変更まで

求める修正答申は出ておらず、マニュアルを整備するように、実績を報告す
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るようになどの答申がなされることが多い。）。 

重要なものについては、１年後に運用状況を報告してほしいなどの意見が

出されることもあり、実際運用状況の報告も行っている。 

 

○ 審議会は、学識者のほか市民公募委員、地域団体関係者、経済団体関係

者、労働団体関係者などの様々な分野の委員から構成しており、資料を専門

的な記載にせず、事業の内容や必要性などについても記載し、審議会で幅広

い意見がでるよう工夫している。 

 

○ 審議会は年３～４回開催している。１案件あたりの説明時間は１０分程

度で、審議と合わせて３０分程度要している。 

 

 ○ 詳細については、別添１ご参照。 

 

http://www.reiki.city.kawasaki.jp/cgi-bin/kawasaki/startup.cgi 

○川崎市個人情報保護条例 

（保有の一般的制限） 

第７条 ３ 実施機関は、法令の定めがあるとき、その他正当な行政執行に関連し、そ

の権限の範囲内において行われるときを除き、個人の思想、信条、宗教その他個人の

人格的利益を守るため市長が情報公開条例第 33条に規定する川崎市情報公開運営審議

会（以下「審議会」という。）の意見を聴いて認めた事項に関する個人情報の保有をし

てはならない。 

 

（個人情報ファイル等の届出等） 

第８条 実施機関は、個人情報ファイル（保有する期間が短期であるものその他の規則

（市長の定める規則をいう。以下同じ。）で定めるものを除く。以下この条及び次条に

おいて同じ。）を保有しようとするときは、あらかじめ、次に掲げる事項を規則で定め

るところにより、市長に届け出なければならない。この場合において、当該個人情報

ファイルが第２条第４号アに該当するときは、あらかじめ、審議会の意見を聴かなけ

ればならない。 

(１) 個人情報ファイル及び当該個人情報ファイルに係る業務の名称 

(２) 個人情報ファイルの利用目的及び当該個人情報ファイルに係る業務の目的 

(３) 個人情報ファイルの対象者 

(４) 個人情報ファイルの内容 

(５) 個人情報ファイルの管理責任者 

(６) その他規則で定める事項 

http://www.reiki.city.kawasaki.jp/cgi-bin/kawasaki/startup.cgi
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２ 実施機関は、前項の規定による届出に係る個人情報ファイルを廃止し、又は変更す

るときは、あらかじめその旨を規則で定めるところにより、市長に届け出なければな

らない。この場合において、第２条第４号イに該当する個人情報ファイルを同号アに

該当する個人情報ファイルに変更するときは、あらかじめ、審議会の意見を聴かなけ

ればならない。 

５ 前各項の規定にかかわらず、実施機関は、緊急やむを得ないときは、個人情報ファ

イルが保有され、廃止され、若しくは変更され、又は第３項に規定する業務が開始さ

れ、廃止され、若しくは変更された日以後において前各項の届出をすることができる。 

 

（収集の方法） 

第 10条 実施機関は、個人情報を収集する場合は、業務の名称及び法令の根拠、利用目

的、個人情報の記録の内容その他規則で定める事項を明らかにして本人から直接収集

しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでな

い。 

(１) 本人以外のものからの収集について法令の定めがあるとき。 

(２) あらかじめ本人の同意を得ているとき。 

(３) 公刊された出版物によって、公知性が生じた個人情報を収集するとき。 

(４) 緊急やむを得ない理由があるとき。 

(５) 所在不明、精神上の障害による事理を弁識する能力の欠如等の理由により、

本人から収集することが困難であるとき。 

(６) その他公益上必要があると実施機関が審議会の意見を聴いて認めたとき。 

 

（利用及び提供の制限） 

第 11条 実施機関は、利用目的の範囲を超えた保有個人情報の利用（以下「目的外利用」

という。）をしてはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限

りでない。 

(１) 法令の定めがあるとき。 

(２) 正当な行政執行に関連があるとき。 

(３) 情報公開条例第８条第１号ア、ウ又はエに該当する情報であるとき。 

(４) あらかじめ本人の同意を得ているとき。 

２ 実施機関は、実施機関以外のものに対する利用目的の範囲を超えた保有個人情報の

提供（以下「外部提供」という。）をしてはならない。ただし、次の各号のいずれかに

該当するときは、この限りでない。 

(１) 法令の定めがあるとき。 

(２) 実施機関が審議会の意見を聴いて認めたとき。 
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（電子計算機の接続による処理の制限） 

第 12条 実施機関は、実施機関以外のものとの間において通信回線による電子計算機の

接続をして保有個人情報の電子計算機による処理を行ってはならない。ただし、次の

各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

(１) 法令の定めがあるとき。 

(２) 実施機関が審議会の意見を聴いて認めたとき。 

 

（保有個人情報の開示義務） 

第 17条 実施機関は、前条第１項及び第３項の規定による開示の請求（以下「開示請求」

という。）があったときは、開示請求に係る保有個人情報に次の各号に掲げる情報（以

下「不開示情報」という。）のいずれかが含まれている場合を除き、開示請求をした者

（以下「開示請求者」という。）に対し、当該保有個人情報を開示しなければならない。 

 (９) その他公益上必要があると実施機関が審議会の意見を聴いて認めた情報 
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３ 三鷹市 

 

○ 三鷹市の実施機関（担当課）は、以下の場合に委員会に対し諮問を行う。

なお以下は、審議会への諮問が必要な場合、及び審議会への報告が必要で

あり、かつ審議会が意見を述べられる場合を挙げている。 

①センシティブ情報を所有する際（条例６条２項） 

②継続かつ定型化して行う個人情報の保管等の開始・変更・廃止に伴う

届出の際（条例７条３項及び４項） 

③電子計算組織により処理する個人情報の記録項目の設定・追加・変更

の際（条例８条２項及び３項） 

④本人及びその代理人以外から個人情報を収集する際（条例９条３項４

号）、及びその旨の本人通知を省略する際（条例９条４項） 

⑤利用目的外利用・提供をする際（条例１０条３項４号） 

⑥個人情報を処理するためにオンライン結合をする際（条例１２条１項

２号）（※） 

⑦オンライン結合について接続先機関に対し報告・調査を実施し、個人

情報の漏えい又は不適切な利用があると認められた場合の、個人情報

の保護を図るため必要な措置を講じる際（条例１２条４項） 

⑧必要かつ最小限の所掌事務の範囲を超えて個人番号を相互使用する際

（条例１３条２号） 

⑨条例１４条３項 1号ないし４号以外にかかる個人情報の非開示（条例

１４条３項５号） 

⑩個人情報を処理する事務を外部委託する際（条例２７条２項） 

 

※オンライン結合については処理状況を毎年１回以上委員会に報告する

（条例１２条２項） 

※委員会は、条例上の権限に属する事項のほか、電子計算組織の運用に

かかる基本的事項に関することについても、実施機関の諮問に応じ調

査審議する（条例２６条２項２号） 

 

○ 事業の是非ではなく、個人情報の取扱いが適切に行われるかどうかとの

観点で審議している。諮問の結果、事業を中止した事例はないものの、諮

問された事案の四分の一程度は、個人情報の取扱いについての付言がある

答申となっている。 

 

○ 原則、事業開始前までに諮問するようにしている。 
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○ 諮問資料の様式は用意していないが、同じ様式の方が審議しやすいこと

から、事実上様式を合わせる調整を行っている。 

 

○ 委員会は、市民委員、学識経験者、市議会議員で構成しており、幅広い

意見がでるよう工夫している。 

 

○ 委員会は年３～４回開催し、１件あたり、１０～１５分程説明し、その

後質疑応答を行う。 

 

○ 分かりやすい説明をするよう努めており、例えば、ＬＧＷＡＮとは何か、

ＡＳＰは何かといった用語の説明などから始めている。 

 

○ 詳細については、別添２ご参照。 

 

http://www3.e-reikinet.jp/mitaka/d1w_reiki/mokuji_index.html 

○三鷹市個人情報保護条例 

 

（一般的制限） 

第６条 実施機関は、個人情報の保管等をするときは、その所掌する事務の範囲内で、必

要かつ最小限のものとしなければならない。 

２ 実施機関は、法令の定めがあるとき、及び第 26条に規定する三鷹市個人情報保護委員

会（第 26条を除き、以下「委員会」という。）の意見を聴いて市長が職務執行上特に必要

であると認めるときを除き、次に掲げる事項に係る個人情報の保管等をしてはならない。 

(１) 思想、信条及び宗教に関する事項 

(２) 社会的差別の原因となる事実に関する事項 

(３) 前２号に定めるもののほか、委員会の意見を聴いて市長が基本的人権を侵害す

るおそれがあると認める事項 

 

（個人情報の保管等の届出） 

第７条 実施機関は、継続かつ定型化して行う個人情報の保管等を新たに開始しようとす

るときは、あらかじめ次に掲げる事項を市長に届け出なければならない。 

(１) 個人情報の名称 

(２) 個人情報の利用の目的 

(３) 個人情報の内容 

(４) 個人情報の対象者 
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(５) 個人情報の管理責任者 

(６) その他市規則で定める事項 

２ 実施機関は、前項に規定する個人情報の保管等を廃止し、又は変更するときは、あら

かじめその旨を市長に届け出なければならない。 

３ 市長は、前２項の規定による届出を受理したときは、当該届出に係る事項を速やかに

委員会に報告しなければならない。 

４ 委員会は、前項の規定により報告を受けた事項について、市長に意見を述べることが

できる。 

５ 市長は、第１項及び第２項の規定による届出に係る事項を公表するものとする。 

 

（電子計算組織の記録項目） 

第８条 電子計算組織により処理する個人情報の記録項目については、市規則で定めるも

のとする。 

２ 市長は、電子計算組織により処理する個人情報の記録項目を設定、追加又は変更した

ときは、当該記録項目に係る事項を速やかに委員会に報告しなければならない。 

３ 委員会は、前項の規定により報告を受けた事項について、市長に意見を述べることが

できる。 

 

（収集の制限） 

第９条 実施機関は、個人情報を収集する場合は、次に掲げる事項を明らかにして、適法

かつ公正な手段により、当該個人又はその代理人（以下「本人等」という。）から直接収

集しなければならない。 

(１) 法令の根拠 

(２) 個人情報の利用の目的 

(３) 個人情報の内容 

(４) その他市規則で定める事項 

２ 実施機関は、電子計算組織により処理する個人情報を収集するときは、その収集に際

し、当該個人情報が電子計算組織に記録される旨を明らかにしなければならない。 

３ 実施機関は、第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、本

人等以外のものから個人情報を収集することができる。 

(１) 法令に特別の定めがあるとき。 

(２) 市民の生命、身体、健康その他生活上の重大な危険を避けるため、緊急やむを

得ない理由があるとき。 

(３) 公刊された出版物等によって公知性が生じた個人情報につき、当該出版物等か

らの収集によるとき。 

(４) 前３号に定めるもののほか、委員会の意見を聴いて実施機関が公益上必要があ
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ると認めるとき。 

４ 実施機関は、前項の規定により本人等以外のものから個人情報を収集した場合は、速

やかにその事実を本人等に通知しなければならない。ただし、前項第１号に該当する場合

又は実施機関が委員会の意見を聴いて定めた事項に係る個人情報の収集については、この

限りでない。 

 

（利用及び提供の制限） 

第 10条 実施機関は、個人情報を前条第１項第２号に規定する利用の目的の範囲を超えて

利用（以下「目的外利用」という。）をしてはならない。 

２ 実施機関は、個人情報を前条第１項第２号に規定する利用の目的の範囲を超えて市以

外のものに提供（以下「外部提供」という。）をしてはならない。 

３ 実施機関は、前２項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合におい

ては、目的外利用又は外部提供（以下「目的外利用等」という。）をすることができる。 

(１) 法令に特別の定めがあるとき。 

(２) 前条第３項第２号の規定に該当するとき。 

(３) あらかじめ本人の同意を得ているとき。 

(４) 前３号に定めるもののほか、委員会の意見を聴いて実施機関が職務執行上特に

必要があると認めるとき。 

 

（結合の制限） 

第 12条 実施機関は、次に掲げる場合を除き、個人情報を処理するため、市の電子計算組

織と国、他の地方公共団体その他市以外のもの（以下「接続先機関」という。）の電子計

算組織との通信回線による結合を行ってはならない。 

(１) 法令に定めがあるとき。 

(２) 前号に定めるもののほか、委員会の意見を聴いて実施機関が職務執行上特に必

要があると認めるとき。 

２ 実施機関は、市の電子計算組織と接続先機関の電子計算組織との通信回線による結合

により個人情報の処理を行っている場合は、当該処理状況を毎年１回以上委員会に報告す

るとともに、これを公表するものとする。 

３ 実施機関は、市の電子計算組織と接続先機関の電子計算組織との通信回線による結合

により個人情報の処理を行っている場合において、個人情報の漏えい又は不適切な利用の

おそれがあると認めるときは、接続先機関に対して報告を求め、又は必要な調査を行わな

ければならない。 

４ 実施機関は、前項の規定による報告又は調査により、個人情報の漏えい又は不適切な

利用があると認めるときは、あらかじめ委員会の意見を聴いて、個人情報の保護を図るた

め、必要な措置を講じなければならない。ただし、緊急やむを得ないと認めるときは、必
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要な措置を講じた後、速やかにその内容を委員会に報告しなければならない。 

 

（個人番号の制限） 

第 13条 実施機関は、次に掲げる場合を除き、個人情報を電子計算組織により処理するた

めに用いる個人番号を、第６条第１項に規定する事務の範囲を超えて相互に使用してはな

らない。 

(１) 法令に定めがあるとき。 

(２) 前号に定めるもののほか、委員会の意見を聴いて実施機関が職務執行上特に必

要があると認めるとき。 

 

（開示請求等） 

第 14条 ３ 実施機関は、次の各号のいずれかに該当する個人情報（以下「非開示情報」

という。）については、開示しないことができる。 

(１) 法令の定めるところにより、明らかに開示することができないと認められるも

の 

(２) 開示することにより、第三者である特定の個人が識別され、又は識別され得る

もののうち、一般に他人に知られたくないと望むことが正当であると認めら

れるもの 

(３) 医療に関するもののうち、実施機関において、本人が診療を受けた医療機関（介

護老人保健施設、指定居宅サービス事業者及び指定訪問看護事業者を含む。）

から診療上支障が生じない旨の確認が取れないもの 

(４) 開示することにより、実施機関の公正又は適正な職務執行が著しく妨げられる

おそれのあるもの 

(５) 前各号に定めるもののほか、委員会の意見を聴いて実施機関が公益上特に必要

があると認めるもの 

 

（個人情報の存否に関する情報） 

第 14条の２ 未成年者等の法定代理人による開示請求に対し、当該開示請求に係る個人情

報が存在しているか否かを答えるだけで、非開示情報を開示することとなるときは、実施

機関は、当該個人情報の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否することができる。 

２ 実施機関は、前項の規定により開示請求を拒否したときは、委員会に報告しなければ

ならない。 

 

（請求による一時停止） 

第 19条 実施機関は、前条第３項の規定による請求（訂正請求、削除請求、目的外利用等

中止請求）があったときは、次条第５項の規定による決定をするまでの間、当該個人情報
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の利用又は提供を一時停止しなければならない。ただし、一時停止によって実施機関の正

当な職務執行に著しい支障を生じる場合は、この限りでない。 

２ 実施機関は、前項ただし書の規定により一時停止をしなかったときは、その事実を速

やかに委員会に報告しなければならない。 

 

（個人情報保護委員会） 

第 26条 この条例による個人情報保護制度の適正な運営を図るため、市長の附属機関とし

て、三鷹市個人情報保護委員会（以下この条において「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、実施機関の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。 

(１) この条例によりその権限に属する事項 

(２) 電子計算組織の運用に係る基本的事項に関すること。 

(３) 前２号に定めるもののほか、委員会に諮ることが適当と認められる事項 

３ 委員会は、個人情報の保護に関する重要事項について、実施機関に意見を述べること

ができる。 

４ 委員会は、次に掲げる者につき、市長が委嘱する委員 15人をもって組織する。 

(１) 一般市民 ５人 

(２) 学識経験者 ５人 

(３) 市議会議員 ５人 

５ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

６ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とす

る。 

７ 前各項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、市規則で定

める。 

 

（事務の委託等） 

第 27条 実施機関は、個人情報を処理する事務を外部に委託するときは、当該事務の委託

を受けた者（以下「受託者」という。）に対して、個人情報の保護を図るため、個人情報

の適正な管理について必要な措置を講じさせなければならない。 

２ 実施機関は、電子計算組織により個人情報を処理する事務を外部に委託するときは、

あらかじめ委託の内容及び条件について委員会の意見を聴くとともに、個人情報を保護す

るために必要な措置を講じなければならない。 
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